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` 技術提案書の提出期限並びに提出場所及び
方法
１）提出期限 平成26年８月25日15時00分
２）提出先 上記４\に同じ。
３）１）の期限内に電子入札システムにより
提出すること。ただし、発注者の承諾を得
て郵送（書留郵便等の配達の記録が残るも
のに限る。）する場合は、１）の提出期限ま
でに必着で２）の提出先に１部を郵送する
ものとし、電送又は電子メールによる提出
は受け付けない。

a 入札及び開札の日時及び場所並びに入札書
の提出方法 入札は、電子入札システムによ
り提出すること。ただし、発注者の承諾を得
た場合は紙により上記４\まで持参又は郵送
（書留郵便に限る）すること。
ア 電子入札システムによる入札の締め切り
は、平成26年９月10日13時00分
イ 紙により持参の場合の入札の締め切り
は、平成26年９月10日13時00分
ウ 郵送による入札の締め切りは、平成26年
９月10日13時00分
開札は、平成26年９月11日10時00分、北陸
地方整備局新潟国道事務所にて行う。

５ その他
\ 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

] 入札保証金及び契約保証金
１）入札保証金 免除
２）契約保証金 免除

^ 入札の無効 本公示に示した指名されるた
めに必要な要件を満たさない者のした入札、
参加表明書に虚偽の記載をした者のした入札
及び入札に関する条件に違反した入札は無効
とする。

_ 手続きにおける交渉の有無 無。
` 契約書作成の要否 要。
a 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４\に同じ。

b 本案件は提出資料、入札を電子入札システ
ムで行うものであり、対応についての詳細に
ついては、入札説明書による。

c 本業務の予定価格が1¶000万円を超えた場
合は、技術提案書（履行確実性の審査に係る
部分に限る。）のヒアリングを実施するととも
に、ヒアリングに際して追加資料の提出を求
めることがある。

d 詳細は入札説明書による。

６ Summary
\ Official in charge of disbursement of the
procuring entity : Atsushi Kondo, Director
of Niigata National Highway Office, Ho-
kuriku Regional Development Bureau, Min-
istry of Land, Infrastructure, Transport and
Tourism.

] Classification of the services to be pro-
curd : 42

^ Subject matter of the contract : Geology
research of Asahi-Atsumi road (No. 4)

_ Time-limit to express interests by elec-
tronic biddinng system : 3 : 00 P.M. 14 July
2014 (by bringing, mail : 3 : 00 P.M. 14 July
2014) In addition, I do not accept submis-
sions facsimile or E-mail.

` Time-limit for the submission of propos-
als by electronic biddinng system : 3 : 00
P.M. 25 August 2014 (by bringing, mail :
3 : 00 P.M. 25 August 2014) In addition, I do
not accept submissions facsimile or E-mail.

a Contact point for tender documentation :
Niigata National Highway Office, Ho-
kuriku Regional Development Bureau De-
velopment Buresu, Ministry of Land, Inf-
rastructure Transport and Tourism, 2`1`
65, Minami Sasaguchi, Chuo-ku, Niigata-
City Niigata Pref, 950`0912 Japan, TEL :
025`246`7751, FAX : 025`246`7832

入札公示（建築のためのサービスその他の
技術的サービス（建設工事を除く））

次のとおり指名競争入札に付します。
平成 26年７月２日
分任支出負担行為担当官
北陸地方整備局 新潟国道事務所長

近藤 淳
◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 15
１ 業務概要
\ 品目分類番号 42
] 業務名 朝日温海道路地質調査その５業務
（電子入札対象案件）

^ 業務内容 本業務は、一般国道７号朝日温
海道路事業の道路予備設計に必要な地質調査
を実施するものである。
主な業務内容は以下のとおりである。
・機械ボーリング 一式
・原位置試験 一式
・室内土質試験 一式
・室内岩石試験 一式
・土壌分析 一式
・弾性波探査 一式
・地すべり解析 一式
・軟弱地盤解析 一式

_ 履行期間 契約締結の翌日から平成27年２
月27日

` 本業務は、技術提案を受け付け、価格以外
の要素と価格を総合的に評価して落札者を決
定する総合評価落札方式の適用業務である。

a 本業務は提出資料、入札等を電子入札シス
テムで行う対象業務である。
なお、電子入札システムによりがたいもの
は、発注者の承諾を得た場合に限り紙入札方
式に代えることができる。

b 本業務は予定価格が1¶000万円を超えた場
合は、「低価格受注業務がある場合における予
定管理（主任）技術者等の手持ち業務量の制
限等」の試行を実施する業務である。

c 本業務は予定価格が1¶000万円を超えた場
合は、技術提案の確実な履行の確保を厳格に
評価するため、技術提案の評価項目に新たに
「履行確実性」を加えて技術評価を行う試行
業務である。

２ 指名されるために必要な要件
\ 入札参加者に要求される資格 参加表明書
を提出しようとする者は、アに掲げる資格を
満たしている単体企業であること。
ア 単体企業
１）予算決算及び会計令（以下「予決令」
という。）第98条において準用する予決令
第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。
２）北陸地方整備局（港湾空港関係事務に
関することを除く）における平成25・26

年度の地質調査業務に係る一般競争（指
名競争）参加資格の認定を受けているも
のであること。
３）参加表明書の提出期限の日から開札の
時までの期間に、北陸地方整備局長から
指名停止の措置を受けている期間中でな
いこと。
４）警察当局から、暴力団員が実質的に経
営を支配する者又はこれに準ずるものと
して、国土交通省発注の公共事業等から
の排除要請があり、当該状態が継続して
いる者でないこと。

] 入札参加者を指名するための基準 建設コ
ンサルタント業務等請負業者選定事務処理要
領に定める指名基準による。なお、同基準中
の「当該業務における技術的適性」について
は、同種又は類似業務の実績並びに配置予定
の技術者の資格、業務の経験及び手持ち業務
等を勘案するものとする。

^ 参加表明書に関する要件
１）参加表明書の提出者に対する要件は、以
下のとおりとする。
ア 同種又は類似業務等の実績 参加表明
書を提出する者は、平成16年度以降（公
示日時点で完了している業務も対象とす
る）に元請けとして完了した業務におい
て、公共事業を実施する国、都道府県、政
令市が発注した、下記［１］若しくは［２］
の実績を有すること。（再委託による業務
の実績は含まない）
なお、政令市になる前に発注した業務
は、政令市発注業務としての取り扱いは
しない。
［１］ 同種業務：１業務の総延長が250

ｍ以上のボーリング調査を含む地質
調査業務

［２］ 類似業務：同種業務以外のボーリ
ング調査を含む地質調査業務

イ 実績として挙げた個々の業務成績が60

点以上であること。ただし、「地方整備局
委託業務等成績評定要領」（平成14年９月
５日付け国官技第142号）、「地方整備局委
託業務等成績評定要領」（平成20年９月26

日付け国官技第126号）及び「地方整備
局委託業務等成績評定要領」（平成23年３
月28日付け国官技第361号）に基づく業
務成績以外の業務は、この限りではない。
ウ 国土交通省発注（北海道開発局、港湾
空港関係事務に関することを除く）の平
成21年度から24年度に完了しＴＥＣＲＩ
Ｓに登録されている土木コンサルタン
ト、測量及び地質調査の企業成績評定の
平均点が、60点以上であること。
なお、当該期間の国土交通省発注業務
の業務成績を評価できない場合は、この
限りではない。

２）配置予定技術者の資格に対する要件は、
以下のとおりとする。
以下のいずれかの資格を有する者とす
る。
なお、外国資格を有する技術者（わが国
及びＷＴＯ政府調達協定締約国その他建設
市場が開放的であると認められる国等の業
者に所属する技術者に限る。）については、
あらかじめ技術士相当又はＲＣＣＭ相当と
の国土交通大臣認定（旧建設大臣を含む。
以下同じ。）（土地・建設産業局（旧総合政
策局も含む。以下同じ。）建設市場整備課）
を受けている必要がある。™
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